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（前文） 

私たちは、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平

等である」とうたう世界人権宣言の趣旨及び基本的人権の享有と法の下の平等を定めた日本国憲

法の理念に基づき、一人ひとりの人権が尊重される社会づくりに取り組んできた。 

しかしながら、今日もなお、社会的身分、人種、民族、性別、障害のあること等により人権が侵

害されている現実がある。 

すべての人の人権が尊重されるためには、私たち一人ひとりが人権を行使するに当たり、自ら

が社会の構成員としての責任を自覚し、あたたかい心でまじわり、人間愛をもってお互いの人権を

尊重することが大切である。 

私たちは、ここに、より一層、人権が尊重され、共に認め合い、幸せに暮らせる社会づくりに取り組

んでいくことを決意し、この条例を制定する。 

 （前文） 

八尾市は、河内音頭をはじめ、さまざまな伝統的文化が今に継承され、心合寺山古墳などの歴

史的な環境や高安山山系のみどりあふれる古くから大和と難波を結ぶ要衝、河内の中心として栄

え、中世には久宝寺、八尾、萱振の三つの寺内町が形成されました。ここに市民自治の萌芽がみ

られ、自治都市としての伝統が自治会加入率の高さとなってあらわれ、市民と市との協働の実績

を生み出してきました。 

この経験を活かし、市民自治をより発展させるためには、人権を尊重し、社会的身分、人種、民

族、信条、性別、年齢、障害のあることなどの違いを認め合い、 すべての市民一人ひとりがつな

がり、市民と市及び市民どうしが地域の課題について話し合い、課題解決の途を探ることが重要と

なってきます。これを前提に、 地域資源を最大限に活用して、市民と市及び市民どうしがそれぞ

れの役割分担と責任を自覚し、協働してまちづくりを進めていくことが、新たな段階の地方自治 に

求められます。 

市民が住みつづけたいと思うまちの実現をめざし、ここに、参画と協働の新たなしくみを定め、

地方自治の本旨に基づき、市民が主体となって地域活動を行い、その活動を通じて蓄積される地

域力を活かしたまちづくりをより一層進めるため、この条例を制定します。 

（目的） 

第第第第１１１１条条条条 この条例は、人権尊重の社会づくりを進めるに当たっての、市と市民の役割を明らかにす

るとともに、人権に関する施策の総合的な推進を図り、もってすべての人の人権が尊重される社会

の実現をめざすことを目的とする。 

（目的） 

第第第第１１１１条条条条 この条例は、地域における犯罪、事故等の発生を防止するため、市、市民及び事業者が、

人権擁護に配慮しつつ、果たすべき役割等を明らかにするとともに、安全意識の高揚と地域安全

の推進に関して基本となる事項を定めることにより、安全で 安心して生活することのできる地域社

会を実現することを目的とする。 

（目的） 

第第第第１１１１条条条条  この条例は、市民の参画と協働によるまちづくりについての基本的な事項を定めることに

より、主権者である市民一人ひとりが自治の意識を高め、市民と市及び 市民どうしが対等な立場

に立って、それぞれの役割分担と責任を自覚し、お互いを理解し合うことを通じて、地方自治の本

旨に基づく、地域力を活かしたまちづくりを進めることを目的とする。 

（市の役割） 

第第第第２２２２条条条条 市は、前条の目的を達成するため、あらゆる施策の実施に当たり、人権尊重の視点を踏

まえるとともに、人権に関する必要な施策を推進するものとする。 

（市の責務） 

第第第第２２２２条条条条 市は、地域安全の推進を図るため、広報、啓発、環境整備及び計画策定等の必要な施策

を講ずるよう努めなければならない。 

２ 市は、前項の施策を実施するに当たっては、市民及び事業者並びに国、他の地方公共団体そ

の他の関係機関及び関係団体と連携を図るとともに、児童、障害者、高齢者その他援護を必要と

する者の安全に特に留意するものとする。 

３ 市は、地域安全の推進に寄与すると認められる活動を行おうとする市民及び事業者に対し、適

当と認められる範囲において、指導、支援、情報提供等を行うことができる。 

（市の責務） 

第第第第８８８８条条条条 市は、市民のまちづくりへの参画の機会を保障し、対話に基づくまちづくりの推進に努めな

ければならない。 

２ 市は、市民ニーズに的確に対応できる体制を整備するとともに、協働の意識を持った職員の育

成に努めなければならない。 

３ 市は、外部委託等を行うに当たり、市民との協働の視点に立ち、市民公益活動の育成に配慮し

なければならない。 

 

（市民の役割） 

第第第第３３３３条条条条 市民は、家庭、地域、学校、職場等あらゆる場において互いに人権を尊重し、市とともに自

らがまちづくりの担い手として、人権尊重の社会の実現に努めるものとする。 

（市民の役割） 

第第第第３３３３条条条条 市民は、自ら日常生活における安全の確保を図り、互いに協力して地域安全の推進のた

めに必要な活動を行い、市が実施する地域安全に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

（市民の役割） 

第第第第７７７７条条条条 市民は、まちづくりの課題を自らの問題としてとらえ、自らの役割と責任を自覚し、まちづく

りの主体となって活動するとともに、協働のまちづくりを進めるよう努めるものとする。 

２ 市民は、お互いを尊重し、支え合うとともに、交流を進め、連携を図り、地域資源を活かしたま

ちづくりを進めるよう努めるものとする。 

 （事業者の役割） 

第第第第４４４４条条条条 事業者は、その事業活動に関して地域安全の推進のために必要な措置を講じ、地域安全

の確保に貢献するとともに、その所有又は管理に係る土地及び建物その他の工作物を適正に管

理し、市が実施する地域安全に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
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（推進体制の充実） 

第第第第４４４４条条条条 市は、市民、事業者、公共的団体及び関係行政機関等と連携を図りながら、人権尊重の

社会づくりを推進する体制の充実に努める。 

（推進組織） 

第第第第６６６６条条条条 市長は、この条例を効果的に運用するため、推進組織を置くことができる。 

（協働の推進） 

第第第第５５５５条条条条 市は、まちづくりにおいて、市民の発意を尊重するとともに、市民の参画の機会と議論の

場を保障するよう努めなければならない。 

２ 市民と市、市民どうしは、お互いに尊重し合い、情報を共有することによって相互理解を深め、

それぞれが対等な立場で、協働のまちづくりを進めるよう努めるものとする。 

（人権尊重の社会づくり審議会） 

第第第第５５５５条条条条 人権尊重の社会づくりに関する事項について意見を聴くため、八尾市人権尊重の社会づく

り審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、委員 20 人以内をもって組織する。 

３ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （審議会等の運営） 

第第第第 14141414 条条条条 市は、その所管する審議会等（以下「審議会等」という。）の委員には、市民からの公募に

よる委員を選任するよう努めなければならない。 

２ 市は、市民から審議会等の委員を公募する場合は、その選考において、公正な審査により選

任しなければならない。 

３ 市は、審議会等において議論が尽くされるよう配慮しなければならない。 

 （地域安全モデル地区） 

第第第第５５５５条条条条 市長は、この条例の目的を達成するため、必要があると認めるときは、市域内に地域安全

モデル地区を指定することができる。 

 

（定義） 

第第第第２２２２条条条条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 市民 八尾市内に住み、働き、学び、又は事業を営む全ての人及び八尾市内に事業所を有

する法人その他の団体をいう。社会的身分、人種、民族、信条、性別、年齢、障害のあること等に

よる差別を受けることがない。 

(２) 市 市長その他の執行機関、病院事業管理者及び水道事業管理者をいう。 

(３) 参画 市の政策の立案、実施及び評価に至る過程において、市民が主体的に参加することを

いう。 

 （安全を考える日） 

第第第第７７７７条条条条 市、市民及び事業者の安全意識の高揚を図るため、市に安全を考える日を定める。 

２ 安全を考える日は、10 月１日とする。 

（まちづくりの基本原則） 

第第第第３３３３条条条条 この条例の目的を達成するため、まちづくりの基本原則を次のとおり定める。 

(１) 市は、市民の参画に基づき、まちづくりを行うこと。 

(２) 市民と市とは、対等な立場に立ち、協働のまちづくりを進めること。 

(３) 市民と市とは、お互いにまちづくりに関する情報を共有し合うとともに、市は、その保有する情

報を積極的に提供すること。 

(４) 市民と市、市民どうしは、信頼関係に基づき対話を重ね、まちづくりを進めること。 

 （委任） 

第第第第８８８８条条条条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

（まちづくりに参加する権利） 

第第第第４４４４条条条条 市民は、まちづくりに参加する権利を有する。 

２ 市民は、まちづくりへの参加においては、お互いが平等であることを認識しなければならない。 

３ 市民は、まちづくりへの参加又は不参加を理由として、差別的な扱いを受けない。 

  （情報の共有） 

第第第第６６６６条条条条 市は、市民の知る権利を尊重しなければならない。 

２ 市は、その保有する情報を市民と共有するため、その情報を積極的に提供しなければならな

い。 

３ 市は、市民が迅速かつ容易に情報を得られるよう多様な媒体の活用その他総合的な情報の提

供に係る体制の整備に努めるものとする。 

４ 市民は、市の保有する情報を積極的に収集するとともに、あらゆる機会をとらえ、市民どうしの

情報の交流に努めるものとする。 
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  （説明責任） 

第第第第９９９９条条条条 市は、施策の立案、決定、実施及び評価の全ての過程において、その経過、内容、効果

等について市民に説明する責任を果たさなければならない。 

２ 市は、市民の意見、提案等に対して、分かりやすく応答しなければならない。 

  （対話の場） 

第第第第 10101010 条条条条 市民は、自由な立場でまちづくりについて意見交換ができる対話の場を設置するよう努

めるものとする。 

２ 市は、前項に規定する対話の場の運営に必要な支援を行うことができる。 

３ 市は、第１項に規定する対話の場を円滑に進めるための人材の育成の支援に努めるものとす

る。 

４ 市は、前２項に規定する支援の実施に当たり、その支援の範囲、方法その他の必要な事項を

別に定めるものとする。 

  （市民公益活動への支援） 

第第第第 11111111 条条条条 市は、市民公益活動を支援することができる。 

  （市民意見提出制度） 

第第第第 12121212 条条条条 市は、基本的な政策等を立案するときは、事前にその案を公表し、市民の意見を求める

ものとする。 

２ 市は、前項の規定による意見に対する考え方を公表するものとする。 

３ 市は、前２項の規定の実施に当たり、範囲、方法その他の必要な事項を別に定めるものとす

る。 

  （行政評価） 

第第第第 13131313 条条条条 市は、市が実施し、又は実施しようとする施策及び事務事業について、その成果及び達

成度を明らかにするため、行政評価を行い、その結果を公表しなければならない。 

２ 市は、前項の行政評価の結果について、市民が意見を述べる機会を設けるよう努めなければ

ならない。 

  （満 20 歳未満の青少年及び子どものまちづくりへの参加の機会の保障） 

第第第第 15151515 条条条条 市は、市民のうち、満 20 歳未満の青少年及び子どもが、その年齢にふさわしいまちづく

りへの参加の機会を保障するよう努めなければならない。 

  （条例の見直し） 

第第第第 16161616 条条条条 市は、地域力を活かした市民と市の協働のまちづくりの推進状況の継続的な把握に努

め、この条例の施行後５年を超えない期間ごとに、この条例が本市にふさわしいものであるかにつ

いて検討を行うものとする。 

２ 市は、前項の規定による検討の結果を踏まえ、この条例及びこの条例に基づく制度等の見直

しが適当であると判断したときは、必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市は、第１項の規定による検討を行い、及び前項の規定による必要な措置を講ずるに当たって

は、市民の意見を聴取しなければならない。 

附 則 

１ この条例は、平成 13 年４月１日から施行する。 

２ 第３条の規定は、市民に対し強制するものと解釈してはならない。 

３ 本条例各条の適用にあたっては、市議会の議論を踏まえ、常に行政の自主性を堅持するととも

に、公正中立及び透明性の確保を図り、財政負担の均衡に努めるものとする。 

附 則 

この条例は、平成 15 年１月１日から施行する。 

附 則 

この条例は、平成 18 年６月１日から施行する。 

附 則（平成 20 年 12 月 25 日条例第 38 号） 

この条例は、平成 21 年４月１日から施行する。 
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